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公益財団法人ソフトピアジャパン

産業の高度化 人材の育成 新商品・新サービスの創出

スマート生産性向上推進事業

IoTコンソーシアム推進事業

スマートワークIoT実践導入
支援事業

ソフトピアジャパンエリア
企業支援事業

オープンイノベーション
創出拠点事業

・ものづくり空間“Fab-core
（ファブコア）”の運営

・商品・サービス創出
ワークショップの実施

産業人材育成事業

・IoT・IT人材育成研修
・オーダーメイド実践研修
・次世代人材育成研修

DX人材育成事業

・DX・リスキリング研修
・大学生等のデジタル人材育成

1994年に設立。「暮らしよい岐阜県」の実現を目指すため、

ソフトピアジャパンエリアを県内産業の生産性の向上、

高度化の拠点とし、IT・IoT導入・活用による地域産業の

持続的発展と地域の特徴を活かすIT技術の創出を促進します。
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 企業の規模や業態に応じて、デジタル技術を活かした製品・サービス等の付加価値向上
や業務、製造プロセスの効率化といったビジネス変革を実現

 ソフトピアジャパン等との一体的な支援により、県内産業のＤＸを推進
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中小企業DX支援プロセス

研修・セミナー・
相談

（各支援機関＋
市町村の補助）

ＩｏＴコンソーシア
ム共同研究

（岐阜県）

ＩＴ経営簡易診
断

（中小基盤機構）

スマート経営応
援隊による伴走
型支援

（経済産業省）

スマートワーク
促進補助事業

（岐阜県）

モデル事業創
出

（岐阜県）

時間をかけて段階的に各種事業を組み合わせ！

DX企業群創出支援事業（経済産業省）
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課題解決に専門家派遣による伴走型支援を継続
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経済成長へのシナリオ？

• 経済安保、国内回帰
• 物価高騰対策

– 賃上げ
– 価格転嫁

経済回復軌道
中小企業の成長

• 大企業の設備投資増
‒ スマート工場＝雇用増なき生産能力増大

‒ スマート経営＝海外投資、付加価値増大

内製化、外注率減少
強みのない中小企業の撤退

価格転嫁は
諸刃の刃
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中小企業のDXとは

• 事業の再構築
– 価格転嫁できる事業に集中
– 付加価値を高める

生産能力の調整弁、人件費抑制のための外注政策から転換
 保有技術の補完

 産業構造・サプライチェーンの見直し
9



中小企業のDX人材とは

• 事業再構築を
– デザインする人材
– 実施を主導する人材

成功した中小企業には必ずシステム化リーダー＝SEがいる
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どうやってDX人材を確保するのか

• 新規採用、ハローワーク
• 専門家派遣

• 内部人材の活用しかない

運任せ

しかし、
 人がいない
 時間がない

どうする
社長さん
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まずは内部人材の余力創出

• DXする内部人材の時間確保

• 業務の生産性向上

–現場の生産性向上
–バックオフィスの生産性向上
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IoTによる現場の生産性向上

• IoTは現場のデジタル化の着手点
– データ収集の必要性を認識
– データ活用を学ぶ

デジタルインボイスによるバックオフィスの
生産性向上

• インボイスは企業間取引の基幹業務
– 企業間業務の大幅な自動化
– 保管+送受信の人手作業の大幅削減、生産性向上
– 企業間情報連携の促進

13



14



15



事業課題 ＩｏＴ×テレワークによる品質・生産性向上
— リモート検査・間接業務実施体制の構築で描く、採用不利地域における企業の未来像 —

WG名 DXによるテレワーク推進グループ WG活動員 ㈱ＡＳＡＬＩＴＥ ＶＩＶエンジニアリング㈱ （特非）ＩＴＣ中部

中国煙台工場
(部品生産)

100％出資の現地法
人

Before

VIVエンジニアリング㈱
岐阜県海津市（山の中の工場
）
V製品加工・組立

高齢（長距離通勤）の品質

管理担当専任者が工場
内で製品検査

受発注の間接業務担当

が工場内で作業

㈱ＡＳＡＬＩＴＥ
岐阜県養老町
卸・販売

店舗内で、間接業務を実
施
・ユーザー・取引先の窓口
・不具合情報の集約化
・対応履歴の蓄積

農機具
販売店舗

After
将来的には、海外の工場の
品質検査もリモートで

（概要）・品質管理部門の責任者が遠隔地から製品をリモートで外観・サイズ等を検査するシステムの構築とその実証、及び間接部門のリモート作業環境の構築
⇒高齢化する熟練工場技術者の活用、子育て中の女性等柔軟な働き方を希望される方の継続雇用、営業担当人材等の生産拠点から離れた地域（通勤圏外）での採用・確保
・生産現場の検査作業をリモートで実現、異常時の原因究明までは難しいという課題も判明。
・将来的には中国で生産する製品の外観・サイズ等の検査をリモートで行う事で、日本に製品が到着してから検査していたことから発生していた返品・再生産に要する時間的な
ムダの削減、検査済製品のみ日本に搬入することによる物流費削減等も視野に入れる。（中国等海外・遠隔地に生産拠点をもつ企業の課題解決にも貢献）

中国煙台工場

検査業務のデジタル化
→画像寸法測定器・TV会議導入

VIVエンジニアリング㈱

製品仕様・図面のデジタル化

→PC上で情報共有

検査の様子

(株
)ASALITE

社内システムをローコードツール
で内製化、製品仕様・図面のデジ
タル化

→PC上で情報共有
→営業活動のリモート化を実現

テレワーク採用の営業担当者が、
１名の求人に対し２００名の応募

リモートで製品
検査を実現

テレワークにより出社の必
要がなくなった
→優秀な人材を確保

デジタル化に
より、

ものづくりの

テレワーク環境を
整備・実現

自宅で間接業務を
実現

高齢技術
者のリモ
ートワーク
の実現

優秀な営
業担当を
遠隔地で
確保

出産・子育
て世代等
の女性の
継続雇用

令和３年度岐阜県IoTコンソーシアムワーキンググループ事業費補助金事
業

20220228

中国工場とつなぐ
品質工程のテレワーク化
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IoT導入の経営効果

• 現場の見える化
• 稼働率
• 原価
• 納期

IoT導入

• 儲かる製品、儲か
らない製品がわか
る

利益の見える
化 • データに基づく価

格交渉

• やむを得ない場合、
注文お断り

儲からない顧
客がわかる

• サプライチェーンでの重複業務（検査など）の廃止
• 利益の出ない注文を減らし、人手不足を解消する
• 発注者は別の取引先を探したが、結局？

デジタル化するからこそ、中小企業が利益の高い、より良い発注主を
選べるようになる
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岐阜新聞2021.09.16
• 企業間格差の拡大、賃上げできる大企業、できない中小企業
• 非効率な手作業の中小企業への押し付け
• 利益最適再配分へのチャレンジ
• 企業間取引の公正化ーフェアトレード
• 中小企業の財務基盤の強化、兵糧攻めへの耐力

 中小企業の改革は難しくない、難しいのは、顧客からの無謀な要求への対応
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日本経済団体連合会 「Society 5.0時代のサプライチェーン
－商流・金流のデジタル化推進に向けて－」 19



地域での金融ＥＤＩの推進,中小企業庁決済実証事業
～デリカスイト＋ミライネット＋大垣共立銀行～

ミライネットクラウドサービス

発注

納入

支払い

デリカ本部

デリカ店舗

全銀ネット（ZEDI）

共通EDI

流通BMS

スーパー コンビニ

惣菜メーカー

• 店舗から惣菜メーカー間の受発注から決済までの自動化
• 惣菜メーカーの入金・消込処理の自動化
• S-ZEDIを活用した取引先への支払い
• 2022末時点、取引先120社と受発注から決済まで一貫化

デリカスイト
ＥＤＩシステム

成功要因は地域連携:
• 金融機関，支援機関, 

ZEDIベンダー, 共通EDI

課題は,企業間業務の簡素化

平成29年（2017)スタート
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「SIPスマート物流サービス」研究開発採択事業トラックシェアリング構想
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2023.01.062023.01.06
2023.01.06
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EDIに電子インボイスを組み入れる

注文

納品

受入

請求

振込・入金

EDI情報
電子帳
簿保存

発注企業

受注企業

電
子
イ
ン
ボ
イ
ス

インボイス対応のためのデジタル化ではなく、バックオフィスの生産
性向上のためのデジタル化がインボイス対応を容易にする 25



岐阜県デジタルインボイス活用モデル推進事業

• 目的：

 県内取引のデジタル化促進による県内経済の効率化と活性化

 デジタル化未着手の小規模事業者でも参加できる簡便な基盤を地元金融機関と連
携して提供

• 実施内容

 「インボイスのことなら地元の金融機関にお任せ」

 県内地銀2行による中小企業への窓口サービス強化
 岐阜県の電子調達システムとの接続

 標準化に準拠した岐阜県版データ連携基盤

 Peppolアクセスポイント、電子帳簿保存対応のデータ管理を実装
 ZEDIを活用した振込（＋商流）情報の伝送

 令和5年度、実証事業化
官金連携
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官金連携によるデジタルインボイス推進

「インボイスのことなら地元の金融機関にお任せ」
中小企業へのワンストップサービス窓口

電子インボイスの発行、送受信、保管サービス提供

デジタル化未着手企業への指導

インターネットバンキングにおける認証機能の活用
安心安全、負担の少ない電子インボイスの実施

基盤とのIB-API連携、メールアドレスの管理

中小企業への新たな金融サービスの創出
 電子インボイスに基づく経営の「今」と「今後」が分かる財務支援

 残高推移のAI予測にもとづく資金管理、セーフティネットサービス
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超簡単・電子インボイス受信箱サービス

受注企業

発注企業

注文

データ連携基盤＝
電子インボイス受信箱

注文書

納品書 請求書

注文 納品

納品

金融機関

振込予約

入金

 注文書、納品書、請求書3部複写をデジタル化
 電子インボイスは商流、金流をつなぐプロセス
 簡素化された基幹業務で入金を早期化 28



• 電子インボイスにかかわる発行・送信・受信・保管を共通基盤が代行

• 注文から支払いまでの自動化

• 銀行法人口座と事業者登録番号のひも付けによるデータ連携

スマホでの簡単入力

受注事業
者

B銀行

データ連携共通基盤

発注事業
者（民間）

②納品請求

インターネットバ
ンキング

インターネットバ
ンキング

全銀EDIシステム

③支払

①EDI注文

A銀行
岐阜県

（電子調達）

注文書 納品書 請求書 入金

岐阜版デジタルインボイス活用モデル推進事業
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① 発注者が確定注文データをA銀行IBに送信、基盤に保管、B銀行IBから受注者にメッセー
ジ送信、基盤にアクセスし入手

② 受注者が基盤の注文データを参照して請求データをB銀行IBに送信、基盤に保管、A銀行
IBから発注企業にメッセージ送信、基盤にアクセスし入手

③ 振込予約データをZEDIにてA銀行からB銀行に自動送信、予定日に支払
④ 会計アプリと連動して自動消込

受注事業
者

B銀行

データ連携共通基盤

発注事業
者（民間）

②納品請求

インターネットバ
ンキング

インターネットバ
ンキング

全銀EDIシステム

③支払

①EDI注文

A銀行

注文書 納品書 請求書 入金

ユースケース（１）EDI未導入

④売掛消込
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データ連携共通基盤

③インボイ
ス発行

インターネットバ
ンキング

①EDI注文

受注事業
者

B銀行
発注事業
者（民間）

インターネットバ
ンキング

全銀EDIシステム

④支払

A銀行

注文書 納品書 請求書 入金

ユースケース（２）EDI導入済

EDI取引アプリ

① 発注者が注文データをEDIアプリにて受注者に送信
② 受注者が納品請求データをEDIアプリにて発注企業に送信
③ 同時にインボイスデータをB銀行IBに送信、基盤に電子帳簿保管、A銀行IBから発注企業
にメッセージ送信、基盤にアクセスし振込予約データを入手

④ 振込予約データをZEDIにてA銀行からB銀行に自動送信、予定日に支払
⑤ 会計アプリと連動して自動消込

②納品請求

④売掛消込
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接続形態

 IB接続、API接続を介した共通基盤の構築
 ベースレジストリーとして事業者番号と口座番号を管理

企業A

OKB

データ連携共通基盤
＝Peppolプロバイダー

企業B

全銀ZEDIネットワーク

１６
岐阜県

（電子調達）

クラウドX クラウドY クラウドZ

企業C

Peppol
プロバイダー

注文書 納品書 請求書 入金
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 県内中小企業のDX推進
 インボイス対応への要望 20230106読売新聞中部版
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DXと生産性向上

付加価値

投下資源

 DXによるイノベーション
 テクノロジーへの投資
 収益化＝経営力

省力化、コスト削減
効率化＝現場力

デジタルは
経営の柱

ITは道具
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業務の見直し
～アナログでつなげるデジタル化からデジタルでつなげるデジタル化へ～

伝票

記帳

仕訳帳

元帳

財務レポート

転記を機械化

転記を機械化

締めの処理

例：会計業務

DX

IoT

トランザクション

標準的業務

統合DB

財務レポート

元帳・仕訳帳・分
析レポート

 日々決算
 リアルタイム会計

 ドリルダウン

伝票記帳からIoT入力へ リアルタイムなデー
タ整合性

・ドリルダウン

業務処理の自動化
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デジタル的デジタル化への改革

• 基本はデータをつなぐ業務自動化

注文 納品 支払
業務はつながっ
ているのにデー
タはつながって
いない

注文 納品 支払
データをつなげ
ることで情報の
精度が劇的に
向上

受注残データ 債権データ 現預金データ

電子インボイス

取引ID
法人ID

EDI 決済サービス

ラクビーのようにデータを
次にパスする
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デジタルトランスフォーメーション戦略
～岐阜モデル～

 機械や事物などが何らかの動力によって動
作する仕組み、メカニズム

 新しいシステム、電子式からくり、自動化、自
働化つくり

 岐阜のDXモデル＝経営の自動化
＝経営のからくりつくり

からくりとは？

光洋陶器の導入事例
• オペレーターはロボット

• 人は「からくり」のデザイナー

40



中小企業DX支援の基本姿勢

1. 県内中小企業の経営者との人的ネットワーク、面的支援
 県中央会経由による各種団体、産地組合との連携事業

 地域未来牽引企業、意欲的な若手経営者との定期的な懇談会

 個社支援から会社間の互助を誘起

2. 地産地消のDX
 地元企業の課題を地元ITベンダー、地元の支援専門家が解決
 企業の需要喚起、未来に向けた投資を具現化

3. 補助事業ごとの支援から中小企業目線での横断的支援
 単発的支援から持続的支援

 プロセスに沿った支援事業の組み合わせ

 社内人材育成を組み込む

4. 広域な支援ネットワークの活用
 中部DX推進コミュニティ
 資源と情報の共有（専門家情報、ソリューション情報など）
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リスキリング、ボタンのかけ違い

ジョブ型雇用

中小企業の強み「多能工」の否定

その結果、

中小企業から大企業、地方から大都会へ人材が大量移動

政府の考えるリスキリング

生産性の低い領域から高い領域への雇用流動性を高める

42



中小企業にとってのリスキリングとは

• めざすべきは企業内人材の流動性
– 生産性の低いバックオフィスから企画、販売、現場へ
の異動を可能にする学び直しによるスキル刷新

– 事務職←→技能職

朝ドラの主人公は事務の仕事をしな
がら、ねじの勉強をして立派に設計
営業をして、新規受注に成功
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デジタル化で伝統工芸のイノベーション
～枡工房ますや（大橋量器）～

• 枡の生産量全国シェア80％を誇
る産地・岐阜県大垣

• 授業員26人の小規模企業
• IT企業勤務からの事業承継
• 危機感から新商品つくりに転換

• 伝統工芸の枡作りにデザイン性

– Fab-core（CAD,３Dプリンター）を
活用

• 産官学連携での新商品開発

https://www.masuza.co.jp/
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わが社のDX宣言（案）
～中小企業の事業再構築に向けて～

生産性が低く補助金ばかりあてにしている日本にとって
無駄な存在だ、といわれないように

1. 製品サービスを創るイノベーターになる（既存事業に安住しない）
2. 生産性を向上させ、利益を上げ、税金を払う（赤字企業からの脱却）
3. 社員を大切にし育てる（適切な給与）
4. 日常的に業務の改善に行う（業務再構築）
5. 経営計画をたてPDCAを回す（成り行き経営をしない）
6. 経営のガバナンスを重視する（ファミリー企業のあいまい経営からの脱却）
7. 地域社会の一員として地方創生に貢献する（自己利益ファーストでない）
8. 一顧客企業への依存率を5割以下にする（脱下請）
9. 小さくても誇れるケイパビリティを持ち、常に磨いている（向上心）
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• 儲かる経営へのデジタル化推進

• インボイス対応を容易にするデジタル化
‒ サプライチェーンの末端までをデジタル化するチャンス

• 業務間の簡素化、カイゼンを担うデジタル人材の確保

‒ まず人手を介さない自動化に取り組む

• テクノロジーを企業の差別化ツールとするDX
‒ イノベーションの好機

• 企業間業務の効率化を企業連携で実施

１にも２にも
現場改善、業務改善

そして先端技術にチ
ャレンジ

役に立つ支援
• 相談から伴走、そして調整型支援
• 相談者から解決者へ
• 手を動かす、やって見せる支援
• DIY-IoT、工房型支援

まとめ：地域と企業を活かすDX
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